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 現在、世界の人口は増加している。世界の人口は 2018 年に約 76 億人、2050 年では約
97 億人にのぼるとされている。 (1) そのうえ、飢えや栄養不足で苦しんでいる人々は約 8
億人、5 歳未満の発育阻害は約 1.5 億人に及んでいる。(2)しかしその一方で、世界全体で人
間の消費向けに生産された食料は 1 年間当たり約 3 分の 1、量にして約 13 億トンが廃棄
されている。 (3) 
日本の場合、年間食用仕向量は約 8,291 万トンである。その内、2,842 万トンが廃棄さ
れている。廃棄量の内訳では、可食部分の廃棄である食品ロスは 646 万トンにのぼる。 (4)
これは世界全体の食料援助量である約 320 万トンを大きく上回っている。このように世界
的な食糧問題の改善には、食品ロス削減の取組が不可欠である。  






年 8 月から 2014 年 2 月までの約半年間で実施され、特定の地域や製品カテゴリーにおい
て、店舗への納品期限を、製造から賞味期限までの期間（賞味期間）の 2 分の 1 まで緩和













そして、下記の 5 つの項目が未出荷廃棄量に与える影響について感度分析を行う。 












口は前年から増加し、8 億 1,500 万人に達した。さらに、2016 年の世界の飢餓人口割合
も 10 年前の水準はまだかなり下回るものの増加に転じた。」（2）と報告している。これは、
世界の 9 人の 1 人が飢えに苦しんでいるということである。しかし食料、いわゆる食品は、
農業等によって生産され、最終的に家庭で消費されるまでのサプライチェーンの過程で失
われ、捨てられている。世界では、人の消費のために生産された食料のざっと 3 分の 1 が
失われ、捨てられており、その量は１年当たり約 13 億トンに及ぶ。 (2) 
 世界の各地域における消費および消費前の段階の 1 人当たりの食料のロスと廃棄量につ
いて以下の図 2-1 へ示す。  
 
 
















 一方、日本では、年間で人の消費のために生産される食用仕向量は約 8,291 万トンであ
り、そのうちの 2,842 万トンが廃棄されている。その廃棄量のうち、可食部分の廃棄であ











棄される食品の発生につながる場合がある。それらの商慣習のことを 3 分の 1 ルールとい
い、以下の図 2-2 に示す。  
 
 
図 2-2 3 分の 1 ルールの概略図（賞味期限 6 ヵ月の場合）  
 
3 分の 1 ルールとは、まず製造されてから賞味期限までが 3 等分される。最初の 3 分の
1 の期間をメーカーから小売までの納品期間、次の 3 分の 1 の期間を小売から消費者への
販売期間、残りの 3 分の 1 の期間を消費者の消費期間とする商慣習のことである。つま
り、図で示した賞味期限が 6 ヶ月の場合、製造から 2 ヶ月間がメーカーから小売への納
品期限とされ、次の 2 ヶ月間を小売から消費者までの販売期限となる。そして残りの期
間が消費者の賞味期限となる。この 3 分の 1 ルールでは、メーカーは賞味期限のうち 3
分の 2 の期間を残さなければならず、さらに納品期限の 3 分の 1 を過ぎると小売へは納
品できず、返品や廃棄が発生する。つまり、出荷されずに廃棄される食品の発生につなが
っている。  
また、日本の 3 分の 1 ルールという商慣習は国際的には例を見ない厳しい基準であ
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証実験は平成 25 年 8～10 月から約半年間実施した。効果検証等の項目と以下の表 2-1 へ
示す。  
 
表 2-1 パイロットプロジェクト実施概要  
 
 


































製品の生産終了から納品期限までの期間で、賞味期限と納品期限ルール (例えば 3 分の
1 ルール)から決定される。  
⚫ 生産期間（LT）  
製品を生産するための期間を表し、生産開始から生産終了までの期間を指す。  









本シミュレータのシミュレーション期間は、2018/04/01～2018/06/30 までの 3 ヶ月間と





本研究で使用した需要量の推移を以下の図 3-2 に示す。  
 
 










 また、本研究では安全在庫を算出するために必要な安全係数には欠品率 5％で 1.645 を
設定する。以下に安全係数 k、サービス率αを求める式を示す。  
 
ただし、N(μ, σ) = N(1,0) 
















（A）の長さの範囲によって 3 種類用意した。  
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1 つ目は、図 3-3 へ示す。これは、1 回目の生産終了時から廃棄される期間（A1）の範囲
が 2 回目の生産開始時に販売期間（O2）を上回っている場合である。この場合、1 回目に
生産された製品は販売期間（O1）過ぎて販売期間（O2）までも納品が可能である。つまり、
2 回目の生産開始時の生産量の決定では、製品の現在の有効在庫を考慮するのみである。  
よって、生産量の決定式は以下のようになる。  
 















2 つ目は、図 3-4 へ示す。これは、1 回目の生産終了時から廃棄される期間（A1）の範囲
が販売期間（O1）と同じ場合である。この場合、2 回目の生産終了時の生産量を決定する
際、1 回目の製品の在庫は廃棄されるため現在の有効在庫も考慮する必要がない。  
よって、生産量の決定式は以下のようになる。  
 





















𝐴＝(O − (X − LT) ∙ μ + k ∙ √𝑂 − (𝑋 − 𝐿𝑇) ∙ 𝜎  
B＝X ∙ μ + k ∙ √𝑋 ∙ 𝜎 − 𝑆𝜃  
𝑄3＝A + B, 𝑄3 ≤ 𝑄2 (𝐵 > 0)   𝑚𝑎𝑥 = 𝑄2 
















3-1 へ示す。  




行う。シミュレーションの初期値としては、3 分の 1 ルールが適用されていることを条件
とする。そして、賞味期限を 1 週間として 168 時間で設定し、廃棄までの期間（A）を 3
分の 1 した 56 時間と設定する。また、1 日で生産できるように生産期間（LT）を 24 時
間と設定し、移動平均法で用いられる需要予測期間は、1 日分の 24 時間とした。そし
て、販売期間は廃棄までの期間（A）より短くなることは食品製造業では考えにくい為、
下限として 56 時間に設定した。つまりこれは、前節で示した 2 つ目のモデル式の形を初
期設定としている。  
 













 最初に、賞味期限と未出荷廃棄量の関係を図 4-1 に示す。  
 
図 4-1 賞味期限と未出荷廃棄量の関係  
 












棄量の関係を図 4-2 に示す。  
 
図 4-2 納品期限と未出荷廃棄量の関係  
 
 図 4-2 より納品期限を緩和すると未出荷廃棄量が減少していることがわかる。56 時間か
ら 60 時間の間で未出荷廃棄量が急激に減少していることが分かった。納品期限を 3 分の








 次に、生産期間と未出荷廃棄量の関係を図 4-3 に示す。  
 
図 4-3 生産期間と未出荷廃棄量の関係  
 






 次は、販売期間と未出荷廃棄量の関係を図 4-4 に示す。  
 
図 4-4 販売期間と未出荷廃棄量の関係  
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 図 4-4 より販売期間を短縮すると未出荷廃棄量が減少していることがわかる。また、
56 時間から 52 時間の間で急激に未出荷廃棄量が減少していることが分かった。これは生
産に考慮する期間が短くなるため必要在庫量が減少しており、１生産に必要な生産量が減
ることで未出荷廃棄量が減少したと考えられる。  
次に、図 4-5 へ期間あたりの生産量と生産回数の１例を示す。  
 








 次は需要のばらつき（標準偏差）と未出荷廃棄量の関係について図 4-6 に示す。  
 
図 4-6 需要のばらつき（標準偏差）と未出荷廃棄量の関係  
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たグラフを図 5-1 に示す。 
 
図 5-1 パンメーカーの最も標準的な消費期限・賞味期限の設定日数 
図 5-1 より、パンメーカーの多くが標準的な消費期限・賞味期限を 3 日以下と設定して
いる。このことから、パンメーカーの未出荷廃棄量シミュレータで用いる賞味期限は 3 日
＝72 時間と設定する。次にパンメーカーの製造リードタイム（生産開始から製品出荷まで
の所要時間）を表したグラフを図 5-2 に示す。 
 
 
図 5-2 製造リードタイム（生産開始から製品出荷までの所要時間） 
  
図 5-2 より、パンの製造リードタイムは、多くが 24 時間以下である。しかし、過半数が
12 時間以下であることからシミュレーションにおける生産期間は 12 時間と設定する。よ
って、パンメーカーの未出荷廃棄量シミュレータの設定値は、賞味期限 72 時間、生産期間








合の平均未出荷廃棄量への影響を図 5-3 に示す。 
 




発生しなくなった。平均未出荷廃棄量がピーク時の 72 時間から発生しなくなる 87 時間ま




 次に、パンメーカーにおける納品期限を 3 分の 1 ルールから 2 分の 1 へ緩和した場合の
平均未出荷廃棄量への影響を図 5-4 に示す。 
 
図 5-4 納品期限緩和した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
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 納品期限が 3 分の 1 ルールの 24 時間の時点は 3445.4 個あった未出荷廃棄量が 2 分の 1









図 5-5 販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 














図 5-6 需要のばらつき（標準偏差）を縮小した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 














ーの最も標準的な消費期限・賞味期限の設定日数を表したグラフを図 5-7 に示す。 
 
図 5-7 豆腐メーカーの最も標準的な消費期限・賞味期限の設定日数 
 
図 5-7 より、豆腐メーカーは多くが標準的な消費期限・賞味期限を 10 日以下と設定し
ている。このことから、豆腐メーカーの未出荷廃棄量シミュレータで用いる賞味期限は 10
日＝240 時間と設定する。次に豆腐メーカーの製造リードタイム（生産開始から製品出荷
までの所要時間）を表したグラフを図 5-8 に示す。 
 
図 5-8 製造リードタイム（生産開始から製品出荷までの所要時間） 
 
図 5-8 より、豆腐の製造リードタイムは、12 時間以下と短い傾向がある。よって、12 時
間以下が過半数であることから未出荷廃棄量シミュレータにおける生産期間は 12 時間と
設定した。つまり、豆腐メーカーの未出荷廃棄量シミュレータの設定値には、賞味期限 240
時間、生産期間は 12 時間と設定する。そして賞味期限より廃棄までの期間は 3 分の 1 ル








図 5-9 に賞味期限延長した場合の平均未出荷廃棄量への影響を示す。 
 
















図 5-10 納品期限緩和した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 
 納品期限が 3 分の 1 ルールの 80 時間の時点から 89 時間の時点で未出荷廃棄量が発生し










図 5-11 に販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響を示す。 
 
図 5-11 販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 
















図 5-12 需要のばらつき（標準偏差）を縮小した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 













フを図 5-13 に示す。 
 
図 5-13 乳製品メーカーの最も標準的な消費期限・賞味期限の設定日数 
 
図 5-13 より、乳製品メーカーの多くが標準的な消費期限・賞味期限を 15 日以下と設定
している。このことから、乳製品メーカーの未出荷廃棄量シミュレータで用いる賞味期限
は 15 日＝360 時間と設定する。 
次に乳製品メーカーの製造リードタイム（生産開始から製品出荷までの所要時間）を表
したグラフを図 5-14 に示す。 
 
 




図 5-14 より、乳製品の製造リードタイムは、多くが比較的長めの 48 時間以下や 48 時間
超である。しかし、過半数が 48 時間以下であることからシミュレーションにおける生産期
間は 48 時間と設定する。よって、乳製品メーカーの未出荷廃棄量シミュレータの設定値
は、賞味期限 360 時間、生産期間は 48 時間と設定する。そして賞味期限より、廃棄までの
























図 5-16 納品期限緩和した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 
 納品期限が 3 分の 1 ルールの 120 時間の時点は平均未出荷廃棄量 1780.2 個あったが 2
分の 1 ルールの 180 時間の水準まで緩和した結果、未出荷廃棄量は発生しなくなった。ま






図 5-17 に販売期間を短縮した場合の未出荷廃棄量への影響を示す。 
 
図 5-17 販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
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図 5-18 に需要のばらつき（標準偏差）を縮小した場合の未出荷廃棄量への影響を示す。  
 
図 5-18 需要のばらつき（標準偏差）を縮小した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 












を図 5-19 に示す。 
 
図 5-19 納豆メーカーの最も標準的な消費期限・賞味期限の設定日数 
図 5-19 より、納豆メーカーの多くが標準的な消費期限・賞味期限を 10 日以下と設定し
ている。このことから、シミュレーションで用いる賞味期限は 10 日以下＝240 時間と設定
する。次に納豆メーカーの製造リードタイム（生産開始から製品出荷までの所要時間）を
表したグラフを図 5-20 に示す。 
 
図 5-20 製造リードタイム（生産開始から製品出荷までの所要時間） 
  
図 5-20 より、納豆の製造リードタイムは、過半数が 6 時間以下であることからシミュレ
ーションにおける生産期間は 6 時間と設定する。よって、納豆メーカーの未出荷廃棄量シ
























図 5-22 納品期限緩和した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 
 納品期限が 3 分の 1 ルールの 80 時間の時点は 1832 個あった未出荷廃棄量が 2 分の 1 ル









図 5-23 に販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響を示す。 
 
図 5-23 販売期間を短縮した場合の平均未出荷廃棄量への影響 
 











図 5-24 に需要のばらつきを縮小した場合の平均未出荷廃棄量への影響を示す。 
 
図 5-24 需要のばらつき（標準偏差）を縮小した場合の平均未出荷廃棄量への影響 









量削減の比較を行った。その結果、日配品計 4 種類のすべての製品において、4 章で未出
荷廃棄量削減に有効であった賞味期限の延長、納品期限緩和、販売期間の短縮、需要のば
らつき（標準偏差）の縮小の 4 項目が未出荷廃棄量削減に効果があることが確認できた。
そして、最後に上記の 4 項目によって削減された平均未出荷廃棄量を製品別で図 5-25 へ




図 5-25 製品別の未出荷廃棄削減量の比較  
 
表 5-2 製品別平均未出荷廃棄量と平均生産量の比較 
 
 
図 5-25 より、4 種類全ての製品において未出荷廃棄量削減に有効であることが分かっ
た。また、表 5-2 より総生産量の約 3～6％相当の未出荷廃棄量が削減されていることが分
かった。特にパンはほかの製品と違って極端に賞味期限が短いものであり、廃棄されるリ
スクも高い為、未出荷廃棄量が多く発生すると考えられる。  
続いて、表 5-3 へ製品別の比較の一覧を示す。  




 表 5-3 では、実践によって未出荷廃棄量の削減効果が一定量見込めるものが○、削減効






















(2) 納品期限の緩和は、すべての製品で未出荷廃棄量削減に効果があることが分かった。  
すべての製品が納品期限を緩和することで急激に未出荷廃棄量を削減できることがわ
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